
談 　

話

看
護
師
、
福
祉
職
初
任
給
１
９
０
０
円
引
き
上
げ

一
時
金
０
・
05
月
分
改
善

　

人
事
院
は
本
日
、

２
０
１
９
年
度
の
国
家
公
務

員
給
与
に
関
し
、
官
民
較
差

「
３
８
７
円
、
０
・
09
％
」

に
基
づ
く
月
例
給
の
改
定

と
、一
時
金
に
つ
い
て
は
０
・

円
、一
般
職
試
験
（
高
卒
者
）

に
係
る
初
任
給
を
２
０
０
０

円
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
、

以
降
、
30
歳
台
半
ば
ま
で
の

号
俸
に
つ
い
て
の
改
定
で
改

善
を
行
っ
た
。
そ
し
て
、
看

護
職
（
医
療
職
Ⅲ
）
と
福
祉

職
の
初
任
給
を
１
９
０
０
円

引
上
げ
、
各
号
俸
の
引
き
上

げ
幅
も
一
般
職
試
験
（
大
卒

程
度
）
よ
り
若
干
の
上
乗
せ

を
行
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、

全
産
業
平
均
よ
り
も
低
い
賃

金
水
準
に
置
か
れ
て
い
る
、

看
護
職
や
介
護
職
の
賃
金
改

善
の
必
要
性
を
認
め
た
結
果

で
あ
り
、
私
た
ち
の
運
動
の

成
果
の
反
映
で
も
あ
る
。
し

か
し
、
そ
れ
で
も
な
お
医

療
・
介
護
労
働
者
の
抜
本
的

な
賃
金
水
準
の
改
善
に
は
遠

く
及
ば
な
い
と
指
摘
せ
ざ
る

を
得
な
い
。
ま
た
、「
給
与

制
度
の
総
合
的
見
直
し
」
に

よ
っ
て
賃
金
水
準
が
切
り
下

げ
ら
れ
た
高
年
齢
層
の
賃
金

は
据
え
置
か
れ
た
ま
ま
で
あ

り
、
教
育
費
や
住
居
費
負
担

の
重
い
世
代
に
と
っ
て
は
、

生
活
悪
化
に
拍
車
を
か
け
る

勧
告
内
容
で
あ
る
。
安
倍
政

権
に
よ
る
誤
っ
た
経
済
政
策

に
よ
っ
て
、
労
働
者
の
実
質

賃
金
は
低
下
が
続
き
、
さ
ら

に
10
月
か
ら
は
消
費
税
増
税

が
国
民
生
活
に
襲
い
掛
か
る

現
状
の
中
で
は
、
勧
告
内
容

全
体
の
水
準
が
、
生
活
改
善

に
は
ほ
ど
遠
い
引
き
上
げ
幅

と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

　

一
時
金
の
改
善
分
に
つ
い

て
は
０
・
05
月
引
き
上
げ
た

も
の
の
、
人
事
評
価
制
度
を

反
映
さ
せ
る
勤
勉
手
当
で
は

な
く
、
期
末
手
当
に
配
分
す

べ
き
で
あ
る
。
公
平
性
・
納

得
性
の
な
い
評
価
に
よ
る
成

績
主
義
の
強
化
は
、
チ
ー
ム

ワ
ー
ク
や
意
欲
を
阻
害
す
る

も
の
で
あ
り
強
く
反
対
す

る
。

　

日
本
医
労
連
は
、
19
春
闘

で
生
計
費
原
則
に
基
づ
く
大

幅
賃
上
げ
要
求
を
か
か
げ
て

奮
闘
す
る
と
と
も
に
、
人
事

院
本
院
・
地
方
事
務
局
に
対

す
る
要
請
も
強
め
て
き
た
。

こ
う
し
た
中
で
、
政
府
も
医

療
・
介
護
職
場
の
勤
務
環
境

改
善
や
処
遇
改
善
の
必
要
性

に
言
及
し
始
め
、
看
護
職
や

介
護
職
に
つ
い
て
平
均
を
上

回
る
月
例
給
の
引
き
上
げ
が

勧
告
さ
れ
た
。
し
か
し
、
医

療
・
介
護
・
福
祉
労
働
者
の

賃
金
は
、
他
産
業
と
比
べ
て

も
依
然
と
し
て
低
く
、
そ
の

こ
と
が
深
刻
な
人
手
不
足
の

要
因
に
も
な
っ
て
い
る
。
国

民
の
医
療
・
介
護
・
福
祉
を

ま
も
る
た
め
に
も
、
賃
金
水

準
の
抜
本
的
な
引
上
げ
や
大

幅
増
員
な
ど
労
働
環
境
の
改

善
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
重

ね
て
要
求
す
る
。

　

勧
告
は
、
非
常
勤
職
員
の

処
遇
改
善
に
つ
い
て
、
夏
季

休
暇
の
新
設
に
と
ど
ま
り
、

極
め
て
不
十
分
な
内
容
で
あ

る
。
労
働
者
の
約
４
割
を
占

め
、
公
務
職
場
に
お
い
て
も

増
え
続
け
る
非
正
規
雇
用
労

働
者
の
処
遇
改
善
は
切
実
な

課
題
で
あ
る
。
今
年
の
最
低

賃
金
改
定
目
安
額
は
、
全
国

加
重
平
均
で
わ
ず
か
27
円
で

あ
り
、
政
府
が
目
標
と
し
て

い
る
加
重
平
均
１
０
０
０
円

に
す
ら
遠
く
及
ば
な
い
ば
か

り
か
、
地
域
格
差
が
さ
ら
に

拡
大
し
た
。
全
労
連
最
低
生

計
費
調
査
で
は
、
全
国
ど
こ

で
も
時
給
１
５
０
０
円
程
度

が
必
要
と
の
結
果
が
出
て
い

る
。
同
一
労
働
同
一
賃
金
、

正
社
員
転
換
な
ど
、
非
正
規

雇
用
労
働
者
の
賃
金
・
労
働

条
件
の
制
度
改
善
を
さ
ら
に

推
し
進
め
る
こ
と
を
強
く
要

求
す
る
。

　

定
年
制
度
に
つ
い
て
は
、

定
年
年
齢
を
65
歳
ま
で
段

階
的
に
引
き
上
げ
る
と
し

た
、
昨
年
８
月
の
意
見
の
申

出
を
踏
ま
え
、
段
階
的
な
引

き
上
げ
を
実
現
す
る
た
め
の

措
置
が
早
期
に
実
施
さ
れ
る

よ
う
に
改
め
て
要
請
す
る
と

し
て
い
る
が
、
定
年
引
上
げ

時
の
処
遇
は
、
俸
給
月
額
や

手
当
ま
で
も
60
歳
前
の
７
割

水
準
に
設
定
す
る
な
ど
、
生

活
で
き
る
賃
金
保
障
と
は
言

い
難
い
内
容
で
あ
る
。
ま
た

夜
勤
な
ど
が
行
わ
れ
る
職
種

で
は
、
高
年
齢
者
の
業
務
軽

減
措
置
が
必
要
で
あ
る
の
に

そ
れ
ら
特
別
措
置
を
導
入
し

て
い
な
い
な
ど
、
私
た
ち
が

指
摘
し
て
き
た
問
題
点
に
つ

い
て
は
変
わ
ら
ぬ
ま
ま
で
あ

る
。
検
討
に
際
し
て
当
該
労

働
者
の
要
求
は
ほ
と
ん
ど
反

映
さ
れ
て
お
ら
ず
、
基
本
権

制
約
の
代
償
の
役
割
を
果
た

し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
対

応
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
今
回

の
勧
告
で
は
再
任
用
職
員
の

賃
金
改
定
は
見
送
ら
れ
て
お

り
、
60
歳
以
降
の
労
働
者
の

働
く
機
会
を
広
げ
な
が
ら
も

生
活
改
善
に
は
目
を
向
け
て

い
な
い
内
容
で
あ
る
と
指
摘

し
、
改
善
を
求
め
る
も
の
で

あ
る
。

　

日
本
医
労
連
は
、
民
間
労

働
者
に
も
大
き
な
影
響
を
及

ぼ
す
公
務
労
働
者
の
処
遇
改

善
と
、
医
療
・
介
護
・
福
祉

労
働
者
の
権
利
を
守
り
、
処

遇
改
善
を
掲
げ
て
さ
ら
な
る

運
動
の
前
進
を
め
ざ
す
と
と

も
に
、
安
倍
政
権
の
改
憲
策

動
を
許
さ
ず
、共
同
を
広
げ
、

憲
法
を
い
か
し
た
社
会
保
障

の
拡
充
、
安
全
・
安
心
の
医

療
・
介
護
の
実
現
に
む
け
、

引
き
続
き
奮
闘
す
る
決
意
で

あ
る
。

以
上

非
常
勤
職
員
の
処
遇
改
善
は
極
め
て
不
十
分

生活改善にほど遠い低額勧告

愛知県医労連のナースウェーブ

05
月
引
上
げ
な
ど
を
柱
と
し

た
勧
告
・
報
告
を
行
っ
た
。

　

６
年
連
続
の
引
き
上
げ
勧

告
で
、
総
合
職
試
験
及
び
一

般
職
試
験
（
大
卒
程
度
）
に

係
る
初
任
給
を
１
５
０
０
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記
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中
高
年
層
の
生
活
改
善
に
目
を
向
け
ず

図表２　民間における特別給の支給状況と国家公務員の一時金の支給月数比較
民間給与実態調査 事務・技術職員 技能・労務職員

2018 年冬 2.19 月 1.97 月
2019 年夏 2.33 月 1.95 月
年間の平均 4.51 月

国家公務員支給月数 4.45 月
較差 0.06 月

※　年間の平均は、特別級の支給割合を国家公務員の人員構成に合わせて求めたものです。

図表１　2019 年春闘賃上げ状況
2019 年 2018 年 増減

引上額（円）引上率（％）引上額（円）引上率（％）引上額（円）引上率（％）

春　闘　共　闘 5,918 2.05 6,126 2.09 ー 208 ー 0.04 

連   合 全体 5,997 2.07 5,934 2.07 63 0.00 
中小 4,765 1.94 4,840 1.99 ー 75 ー 0.05 

日本経団連 大手 8,200 2.43 8,539 2.53 ー 339 ー 0.10 
中小 4,764 1.87 4,805 1.91 ー 41 ー 0.04 

   （注）いずれも加重平均

図表３　一時金月数の支給調整
一般職員 6 月期 12 月期

本年度 期末手当 1.300 月（支給済み） 1.300 月（改定なし）
勤勉手当 0.925 月（支給済み） 0.975 月（現行 0.925 月）

20 年度 期末手当 1.300 月 1.300 月
勤勉手当 0.950 月 0.950 月

再任用職員 6 月期 12 月期

本年度 期末手当 0.725 月（支給済み） 0.725 月（改定なし）
勤勉手当 0.450 月（支給済み） 0.450 月（改定なし）

20 年度 期末手当 0.725 月（改定なし） 0.725 月（改定なし）
勤勉手当 0.450 月（改定なし） 0.450 月（改定なし）

図表４　住居手当「見直し」
【現行】

⇒

【「見直し」後】

《自ら居住するための住宅》

①月額 23,000 円以下の家賃を支払っている職員　
家賃額− 12,000 円

②月額 23,000 円を超え、55,000 円未満の
家賃を支払っている職員
家賃額− 23,000 円× 1/2 ＋ 11,000 円

③月額 55,000 円以上の家賃を支払っている職員　
27,000 円

《自ら居住するための住宅》

①月額 27,000 円以下の家賃を支払っている職員　
家賃額− 16,000 円

②月額 27,000 円を超え、61,000 円未満の
家賃を支払っている職員
家賃額− 27,000 円× 1/2 ＋ 11,000 円

③月額 61,000 円以上の家賃を支払っている職員　
28,000 円

　

人
事
院
は
月
例
給
に
関

し
、
３
８
７
円
、
０
・
09
％

（
昨
年
６
５
５
円
、０
・
16
％
）

の
官
民
較
差
が
あ
っ
た
と
し

て
４
月
に
遡
っ
て
給
与
改
善

を
行
う
と
し
ま
し
た
。
月
例

給
の
改
善
は
こ
れ
で
６
年
連

続
と
な
り
ま
す
。

　

本
年
の
春
闘
結
果
は
図
表

１
の
と
お
り
で
あ
り
、
民
間

の
賃
上
げ
状
況
は
昨
年
と
ほ

ぼ
同
程
度
で
あ
っ
た
こ
と
か

ら
、
民
間
準
拠
を
基
本
と
す

る
人
事
院
勧
告
の
仕
組
み
か

ら
は
、
わ
ず
か
な
額
の
勧
告

に
し
か
な
り
得
ま
せ
ん
。

　

較
差
の
配
分
で
は
、
俸
給

表
の
改
善
に
３
４
４
円
、
は

ね
返
り
分
（
俸
給
表
改
定
に

よ
り
連
動
し
て
改
善
と
な
る

手
当
へ
の
影
響
額
）
に
43
円

を
充
て
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

俸
給
表
の
改
善
で
は
、「
総

合
職
試
験
及
び
一
般
職
試

験
（
大
卒
程
度
）
に
係
る
初

任
給
に
つ
い
て
１
５
０
０

円
、一
般
職
試
験
（
高
卒
者
）

に
係
る
初
任
給
に
つ
い
て

２
０
０
０
円
、
そ
れ
ぞ
れ
引

き
上
げ
る
こ
と
と
し
、
こ
れ

を
踏
ま
え
、
30
歳
台
半
ば
ま

で
の
職
員
が
在
職
す
る
号
俸

に
つ
い
て
、
所
要
の
改
定
を

行
う
」
と
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
看
護
師
、
福
祉
職
等
、

医
療
・
介
護
職
に
つ
い
て
は
、

初
任
給
を
１
９
０
０
円
引
き

上
げ
ま
し
た
。
30
歳
台
半
ば

を
超
え
る
号
俸
に
つ
い
て

は
、
再
任
用
職
員
を
含
め
俸

給
表
の
改
定
は
さ
れ
な
い
勧

告
と
な
り
ま
し
た
。
日
本
医

労
連
は
、
こ
の
間
、「
給
与

制
度
の
総
合
的
見
直
し
」
等

が
強
行
さ
れ
た
も
と
で
、
職

務
上
の
重
責
を
担
っ
て
い
る

中
高
年
齢
層
の
生
活
改
善
を

重
要
視
し
政
策
的
な
賃
上
げ

を
求
め
て
き
ま
し
た
が
、
こ

れ
に
ま
っ
た
く
目
を
向
け
な

い
勧
告
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
で
民
間
と
の
初
任
給

格
差
を
踏
ま
え
れ
ば
、
原
資

を
若
年
層
に
厚
く
配
分
す
る

こ
と
は
、
一
定
理
解
で
き
ま

す
。
し
か
し
、
人
事
院
の
調

査
結
果
で
も
、
民
間
の
賃

金
は
一
律
に
支
給
さ
れ
る

給
与
を
含
め
た
額
で
あ
る

も
の
の
、
２
０
１
５
年
勧

告
時
で
は
１
万
４
３
４
８

円
、
今
回
の
勧
告
時
で
は

１
万
４
８
１
２
円
公
務
が

下
回
っ
て
お
り
、
格
差
は

広
が
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

２
０
０
０
円
引
き
上
げ
後

の
高
卒
初
任
給
の
時
間
給

は
８
９
７
円
（
俸
給
の
月

額
（
１
４
万
８
６
０
０
円
＋

２
０
０
０
円
）
×
12
月
／
１

週
間
あ
た
り
の
勤
務
時
間

（
７
時
間
45
分
×
５
日
）
×

52
週
と
し
て
算
出
）と
な
り
、

最
低
賃
金
の
全
国
加
重
平
均

に
も
届
か
ず
、
東
京
、
神
奈

川
、
大
阪
、
愛
知
、
埼
玉
、

千
葉
、
京
都
、
兵
庫
で
地
域

最
低
賃
金
を
下
回
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。
国
家
公
務
員
は

最
低
賃
金
法
の
適
用
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、
法
が
賃
金
の
最

低
額
の
保
障
に
よ
る
生
活
の

安
定
な
ど
を
目
的
と
し
て
い

る
こ
と
か
ら
し
て
も
、
国
家

公
務
員
が
こ
れ
を
下
回
っ
て

良
い
と
い
う
も
の
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
初
任
給
格
付
け
の

改
善
な
ど
、
抜
本
的
な
見
直

し
が
必
要
で
す
。

　

今
年
も
改
善
分
は
す
べ
て
勤
勉
手
当
に

一
方
的
な
引
き
下
げ
を
強
行

職
場
実
態
に
背
を
向
け
た
対
応

　

一
時
金
に
つ
い
て
は
、
期

末
・
勤
勉
手
当
の
年
間
支
給

月
数
（
４
・
45
月
）
が
民
間

を
０
・
06
月
下
回
っ
て
い
た

と
し
て
、
０
・
05
月
引
き
上

げ
て
４
・
５
月
と
す
る
と
し

て
い
ま
す
（
図
表
２
）。
一

時
金
に
つ
い
て
も
６
年
連
続

の
改
善
と
な
り
ま
す
。

　

人
事
院
は
「
支
給
月
数
の

引
上
げ
分
の
配
分
に
当
た
っ

て
は
、
民
間
の
特
別
給
の
支

給
状
況
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、

勤
務
実
績
に
応
じ
た
給
与
を

推
進
す
る
た
め
、
引
上
げ
分

を
勤
勉
手
当
に
配
分
す
る
」

と
し
て
い
ま
す
。
勤
勉
手
当

へ
の
配
分
に
つ
い
て
、
人
が

人
を
評
価
す
る
こ
と
に
は
限

界
が
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
人

事
評
価
の
結
果
を
直
接
給
与

に
反
映
す
る
勤
勉
手
当
は
圧

縮
す
べ
き
で
あ
り
、
少
な
く

と
も
、
引
上
げ
分
は
期
末
手

当
に
配
分
す
べ
き
で
す
。

　

再
任
用
職
員
の
一
時
金
の

改
定
は
行
わ
れ
ま
せ
ん
で
し

た
。
人
事
院
は
「
期
末
・
勤

勉
手
当
の
年
間
支
給
月
数
は

０
・
05
月
単
位
で
改
定
を

行
っ
て
き
て
お
り
、
改
定
の

な
い
場
合
が
あ
り
得
る
」
と

し
て
い
ま
す
。
日
本
医
労
連

は
こ
れ
ま
で
も
再
三
、
再
任

用
職
員
の
賃
金
水
準
が
低
い

こ
と
を
指
摘
し
て
き
ま
し

た
。
そ
も
そ
も
同
一
労
働
同

一
賃
金
が
社
会
的
合
意
と
な

る
な
か
で
、
一
時
金
が
常
勤

職
員
の
約
半
分
で
あ
る
こ

と
、
改
定
も
約
半
分
で
あ
る

こ
と
自
体
が
問
題
で
す
。

し
、
そ
の
こ
と
な
ど
を
踏
ま

え
て
、
手
当
の
支
給
対
象
と

な
る
家
賃
額
の
下
限
と
最
高

支
給
限
度
額
の
見
直
し
の
検

討
を
す
す
め
る
と
し
て
い
ま

し
た
。
当
初
人
事
院
が
想
定

し
て
い
た
家
賃
額
の
下
限
の

引
き
上
げ
を
２
万
円
か
ら

１
万
６
０
０
０
円
に
引
き
下

げ
さ
せ
た
こ
と
、
最
高
支
給

限
度
額
を
２
万
７
０
０
０
円

か
ら
２
万
８
０
０
０
円
に
引

き
上
げ
さ
せ
た
こ
と
、
１
年

間
で
は
あ
る
も
の
の
経
過
措

置
を
設
け
さ
せ
た
こ
と
は
、

こ
れ
ま
で
の
と
り
く
み
の
反

映
で
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
国
の
施

策
に
基
づ
い
て
、
宿
舎
に
入

居
で
き
る
職
員
を
５
類
型
に

よ
っ
て
大
幅
に
制
限
し
、
宿

舎
の
削
減
を
す
す
め
て
き
た

影
響
は
、
全
国
転
勤
が
必
要

な
国
家
公
務
員
に
と
っ
て
深

一
時
金

住
居
手
当

通
勤
手
当

　

住
居
手
当
に
つ
い
て
は
、

２
０
２
０
年
４
月
か
ら
「
公

務
員
宿
舎
の
使
用
料
の
上
昇

を
考
慮
し
、
手
当
の
支
給

対
象
と
な
る
家
賃
額
の
下

限
（
当
該
額
を
超
え
る
家

賃
を
支
払
う
場
合
に
住
居

手
当
支
給
対
象
と
な
る
と

と
も
に
、
手
当
額
算
定
時

に
家
賃
か
ら
控
除
さ
れ
る

額
）
を
４
０
０
０
円
引
き
上

げ
（
現
行
１
万
２
０
０
０

円
を
１
万
６
０
０
０
円
に

引
き
上
げ
る
）、
最
高
支
給

限
度
額
（
手
当
の
上
限
額
）

を
１
０
０
０
円
引
き
上
げ

る
」
と
し
て
い
ま
す
（
図
表

４
）。
ま
た
、「
手
当
額
が

２
０
０
０
円
を
超
え
る
減
額

と
な
る
職
員
に
つ
い
て
は
、

１
年
間
、
所
要
の
経
過
措
置

を
講
ず
る
」と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
間
人
事
院
は
、
国
家

公
務
員
給
与
実
態
調
査
に
お

い
て
、
公
務
員
宿
舎
使
用
料

の
平
均
使
用
料
が
２
万
円
を

超
え
て
い
る
こ
と
に
言
及

　

通
勤
手
当
に
つ
い
て
は
、

言
及
が
あ
り
ま
せ
ん
で
し

た
。
職
員
は
命
令
で
あ
る
人

事
異
動
に
否
が
応
で
も
対
応

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

が
、
育
児
や
介
護
な
ど
の
家

庭
の
事
情
に
よ
り
異
動
で
き

な
い
職
員
や
広
域
異
動
、
官

署
の
廃
止
な
ど
に
よ
っ
て
、

新
幹
線
に
よ
る
通
勤
者
が
増

加
し
て
い
ま
す
。
命
令
で
あ

る
以
上
、
人
事
異
動
に
よ
っ

て
職
員
に
自
己
負
担
が
生
じ

る
こ
と
は
あ
っ
て
は
な
り
ま

せ
ん
。
通
勤
手
当
の
特
急
料

金
部
分
の
引
き
上
げ
や
駐
車

場
料
金
を
対
象
と
す
る
な

ど
、
通
勤
手
当
の
支
給
要

件
・
支
給
額
の
改
善
が
必
要

で
す
。
多
く
の
職
員
が
広
域

異
動
を
強
い
ら
れ
て
い
る
な

か
で
、
長
時
間
通
勤
の
解
消

と
い
っ
た
観
点
か
ら
も
、
通

勤
手
当
の
改
善
と
転
居
を
伴

う
人
事
異
動
自
体
を
縮
小
す

る
こ
と
も
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
職
員
は
災
害
時
に

お
い
て
も
、
国
民
の
安
心
・

安
全
を
ま
も
る
職
責
を
果
た

す
た
め
に
勤
務
地
に
赴
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
う

し
た
実
態
に
あ
わ
せ
て
通
勤

手
段
の
変
更
や
宿
泊
が
必
要

に
な
っ
た
場
合
な
ど
に
、
柔

軟
な
運
用
を
可
能
と
す
べ
き

で
す
。

刻
で
す
。
そ
の
う
え
、
宿
舎

使
用
料
を
大
幅
に
引
き
上
げ

た
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
住
居

手
当
は
較
差
外
と
し
て
原
資

を
確
保
し
改
善
す
べ
き
で

す
。
民
間
の
住
宅
手
当
月

額
の
最
高
支
給
額
の
中
位

階
層
が
公
務
よ
り
約
３
〜

４
０
０
０
円
高
く
な
っ
て
い

る
な
ど
を
踏
ま
え
て
、
少
な

く
と
も
民
間
並
に
全
額
支
給

限
度
額
・
最
高
支
給
限
度
額

を
引
き
上
げ
る
べ
き
で
す
。
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非
常
勤
職
員
の
処
遇
改
善

に
関
し
て
、
今
年
も
人
事
院

は
「
職
員
の
給
与
に
関
す
る

報
告
」
や
「
勧
告
」
で
は
触

れ
ず
、「
公
務
員
人
事
管
理

に
関
す
る
報
告
」
に
お
い
て

言
及
す
る
の
み
で
し
た
。

　

同
報
告
で
は
、
17
年
７
月

の
給
与
指
針
改
正
に
つ
い
て

「
引
き
続
き
、
常
勤
職
員
の

給
与
と
の
権
衡
を
よ
り
確
保

し
得
る
よ
う
取
り
組
ん
で
い

く
」
と
し
、
休
暇
に
つ
い
て

は
「
民
間
の
状
況
等
を
踏
ま

え
、
新
た
に
夏
季
休
暇
を
設

け
る
こ
と
と
す
る
」
と
し
ま

し
た
。

　

夏
季
休
暇
は
私
た
ち
の
切

実
な
要
求
の
一
つ
で
あ
り
、

こ
れ
ま
で
の
運
動
の
成
果
と

い
え
ま
す
。
人
事
院
規
則
等

の
改
正
に
よ
り
措
置
す
る
も

の
と
思
わ
れ
ま
す
が
、
具
体

的
な
措
置
の
時
期
や
付
与
日

数
は
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
ま

せ
ん
。
ま
た
、
勤
務
日
数
・

勤
務
時
間
数
の
少
な
い
非
常

勤
職
員
に
つ
い
て
の
扱
い
も

不
明
で
す
が
、
短
時
間
再
任

用
職
員
と
同
様
の
扱
い
と
す

べ
き
で
す
。
人
事
院
が
言
及

し
た
「
民
間
の
状
況
」
は
昨

年
秋
以
前
の
調
査
結
果
で
あ

る
こ
と
か
ら
も
、
即
時
の
措

置
と
厳
密
な
均
等
待
遇
を
求

め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

の
説
明
義
務
が
使
用
者
側
に

課
せ
ら
れ
ま
す
。
そ
れ
に
と

も
な
い
、
昨
年
末
に
は
「
同

一
労
働
同
一
賃
金
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」
が
公
布
さ
れ
、
基
本

給
・
昇
給
・
賞
与
・
手
当
・

法
定
外
休
暇
・
教
育
訓
練
に

い
た
る
ま
で
、
い
か
な
る
待

遇
差
が
「
不
合
理
」
と
な
る

の
か
、
原
則
と
な
る
考
え
方

と
具
体
例
が
示
さ
れ
ま
し

た
。
ま
た
、
そ
れ
ら
に
関
わ

る
行
政
Ａ
Ｄ
Ｒ
（
履
行
確
保

措
置
及
び
裁
判
外
紛
争
解
決

手
続
）も
整
備
さ
れ
ま
し
た
。

　

政
府
と
し
て
こ
れ
ら
の
格

差
是
正
・
均
等
待
遇
政
策
を

推
進
す
る
も
と
、
今
年
の
人

事
院
勧
告
・
報
告
に
お
い
て

は
、
国
家
公
務
員
に
つ
い
て

も
踏
み
込
ん
だ
均
等
待
遇
措

置
と
、
考
え
方
や
問
題
意
識

の
表
明
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

し
た
が
、
夏
季
休
暇
の
新
設

を
除
け
ば
、
残
念
な
が
ら
そ

う
し
た
問
題
意
識
は
認
め
ら

れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

図
表
５
に
示
し
た
国
の
非

常
勤
職
員
と
常
勤
職
員
の
休

暇
制
度
の
格
差
を
は
じ
め
と

し
て
、
住
居
手
当
や
寒
冷
地

手
当
な
ど
の
生
活
関
連
手
当

が
支
給
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

か
ら
も
、
現
行
制
度
が
均
等

待
遇
か
ら
ほ
ど
遠
い
の
は
明

ら
か
で
す
。
政
府
は
民
間
事

業
所
を
指
導
す
る
立
場
で
あ

り
、
模
範
的
な
使
用
者
と
し

て
、
少
な
く
と
も
非
常
勤
職

員
か
ら
「
不
合
理
」
と
指
摘

さ
れ
て
い
る
休
暇
や
手
当
の

格
差
に
つ
い
て
是
正
な
い
し

説
明
す
る
責
任
が
あ
り
ま

す
。

　

17
年
秋
の
「
民
間
企
業
の

　

今
年
の
勧
告
は
、初
任
給
・

若
年
層
職
員
以
外
の
給
与
改

定
は
行
わ
な
い
と
し
た
こ
と

か
ら
、
再
任
用
職
員
の
俸
給

月
額
も
改
定
が
な
く
据
え
置

き
と
な
り
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
一
時
金
は
一
般

職
員
が
０
・
05
月
引
き
上
げ

ら
れ
る
一
方
で
、
再
任
用
職

員
は
据
え
置
き
と
な
り
ま
し

た
。
昨
年
初
め
て
常
勤
職
員

と
同
じ
月
数
が
引
き
上
げ
ら

れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
今

年
は
一
転
し
て
再
任
用
職
員

の
処
遇
だ
け
を
置
き
去
り
に

す
る
勧
告
で
あ
り
、
生
活
で

き
る
労
働
条
件
改
善
を
求
め

る
職
場
の
要
求
を
無
視
す
る

も
の
で
す
。

　

今
回
、
再
任
用
職
員
の
一

時
金
を
引
き
上
げ
な
か
っ
た

理
由
に
つ
い
て
、
人
事
院
は

次
の
よ
う
に
説
明
し
て
い
ま

す
。

「
01
年
に
再
任
用
制
度
を
つ

く
り
、
02
年
度
勧
告
で
一
般

職
員
と
同
様
に
一
時
金
を

０
・
05
月
引
き
下
げ
た
と
こ

ろ
、
ベ
ー
ス
の
俸
給
・
月
数

が
違
う
た
め
痛
み
が
大
き
い

と
い
う
議
論
に
な
り
、
03
年

度
勧
告
か
ら
、
内
部
の
基
準

で
02
年
度
の
一
般
職
員
と
再

任
用
職
員
の
一
時
金
の
月
数

の
ウ
ェ
イ
ト
を
ベ
ー
ス
に

し
、
上
が
る
と
き
も
下
が
る

と
き
も
同
じ
ウ
ェ
イ
ト
を
維

持
す
る
と
い
う
や
り
方
に

な
っ
た
」。

図表５　主な休暇制度の待遇差
常勤職員 非常勤職員

年次休暇 20 日※ 1 6 月経過後 最大 10 日※ 2

病気休暇 90 日 10 日※ 3（無給）
夏季休暇 連続する 3 日※ 4 なし
産前・産後休暇 6 週（多胎 14 週）・8 週 常勤職員と同様（無給）
子の看護、短期介護休暇 1 年に 5 日以内※ 5 常勤職員と同様（無給）※ 6
※ 1　１月１日〜 12 月 31 日の期間
※ 2　1 週間の勤務日が 5 日以上とされている職員、1 週間の勤務日が 4 日以下とされている職員で 1 週間の勤務時

間が 29 時間以上であるもの及び週以外の期間によって勤務日が定められている職員で 1 年間の勤務日が 217
日以上であるものが、雇用の日から 6 月間継続勤務し全勤務日の 8 割以上出勤した場合

※ 3　常勤職員について定められている勤務時間で勤務する日が 1 週間当たり 5 日以上とされている職員で、6 月以
上の任期が定められている職員又は 6 月以上継続勤務している職員のみ

※ 4　7 〜 9 月の期間
※ 5　養育する小学校就学の始期に達するまでの子、要介護者が 2 人以上の場合は 10 日
※ 6　1 週間の勤務日が 3 日以上又は 1 年間の勤務が 121 日以上であって、6 月以上継続勤務している職員のみ

「国家公務員給与等実態調査」より作成

図表６　再任用職員数の推移（全俸給表）
■フルタイム勤務
■短時間勤務

4,459人

1,916人

2013年度

6,375人

6,432人

2,435人

2015年度

8,867人

7,959人

4,137人

2017年度

12,096人

8,863人

4,910人

2019年度

13,773人約2倍約2倍

図表7　公務行（一）と民間の勤務形態の比較
■フルタイム　　■短時間

81.9％

18.1％

行（一）再任用者

68.7％

31.3％

うち2017年度
定年退職者

7.2％

92.8％

民間再雇用者
（2016年度定年退職者）

「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての
意見の申出のポイント」より

す
。
な
お
、
夏
季
休
暇
の
新

設
と
同
時
に
現
行
の
年
次
有

給
休
暇
の
前
倒
し
付
与
の
運

用
は
廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

一
方
で
、
私
た
ち
が
強
く

求
め
て
き
た
病
気
休
暇
を
は

じ
め
と
す
る
無
給
休
暇
の
有

給
化
や
生
活
関
連
手
当
の
支

給
な
ど
の
均
等
待
遇
、
更
新

時
公
募
の
撤
廃
要
求
な
ど
に

つ
い
て
は
ゼ
ロ
回
答
で
し

た
。
非
常
勤
職
員
の
給
与
が

給
与
勧
告
の
埒
外
に
置
か
れ

続
け
て
い
る
こ
と
も
含
め
、

今
年
の
勧
告
に
お
い
て
も
、

人
事
院
は
非
常
勤
職
員
に
対

す
る
労
働
基
本
権
制
約
の
代

償
機
関
と
し
て
の
責
任
を
果

た
さ
な
か
っ
た
と
言
わ
ざ
る

を
得
ま
せ
ん
。

均
等
待
遇
に
は
遠
く

　

働
き
方
改
革
関
連
法
に
よ

り
、
民
間
で
は
来
年
４
月
か

ら
大
企
業
で
、
21
年
４
月
か

ら
全
て
の
企
業
で
正
規
労
働

者
と
有
期
雇
用
・
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
者
と
の
不
合
理
な

待
遇
差
が
禁
止
さ
れ
、
待
遇

差
の
内
容
・
理
由
に
つ
い
て

勤
務
条
件
調
査
」
で
は
、
夏

季
休
暇
を
均
等
待
遇
に
し
て

い
る
事
業
所
が
約
44
％
、
病

気
休
暇
を
均
等
待
遇
に
し
て

い
る
事
業
所
が
約
33
％
で
あ

り
、
働
き
方
改
革
関
連
法
が

成
立
し
た
後
の
昨
年
秋
の
調

査
で
は
さ
ら
に
率
が
上
が
っ

て
い
る
も
の
と
想
定
さ
れ
ま

す
。「
情
勢
適
応
」
を
口
実

に
し
な
が
ら
、
国
が
率
先
し

て
行
う
べ
き
均
等
待
遇
措
置

を
遅
ら
せ
、
民
間
後
追
い
と

な
っ
て
い
る
人
事
院
の
姿
勢

を
批
判
す
る
と
と
も
に
、
国

会
や
世
論
に
実
態
を
訴
え
て

い
く
運
動
も
重
要
で
す
。

人
権
侵
害
の
公
募
黙
認

　

ま
た
、「
公
務
員
人
事
管

理
に
関
す
る
報
告
」
で
、
非

常
勤
職
員
の
最
も
強
い
要
求

で
あ
る
更
新
時
の
公
募
要
件

の
撤
廃
や
無
期
雇
用
化
な
ど

の
雇
用
の
安
定
化
措
置
に
つ

い
て
触
れ
な
か
っ
た
こ
と

は
、
人
権
侵
害
や
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
の
温
床
と
な
っ
て
い
る

公
募
制
度
の
問
題
に
つ
い
て

人
事
管
理
上
黙
認
し
た
に
等

し
く
、
決
し
て
許
さ
れ
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
昨
年

４
月
か
ら
民
間
の
有
期
雇
用

労
働
者
に
は
労
働
契
約
法
の

無
期
転
換
権
付
与
が
始
ま
っ

て
い
ま
す
が
、
国
の
非
常
勤

職
員
は
無
期
転
換
制
度
が
な

い
た
め
「
民
間
準
拠
」
に
さ

え
な
っ
て
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
給
与
に
つ
い
て

は
、
今
回
の
勧
告
で
１
級
初

号
俸
が
２
０
０
０
円
、
２
級

初
号
俸
が
１
５
０
０
円
プ
ラ

ス
改
定
さ
れ
ま
す
。
人
事
院

の
給
与
指
針
で
は
、
非
常
勤

職
員
の
給
与
は
属
す
る
職
務

の
級
の
初
号
俸
を
基
礎
と
し

て
決
定
す
る
と
さ
れ
て
い
る

た
め
、
こ
の
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ

は
非
常
勤
職
員
も
受
け
る
べ

き
も
の
で
す
。
政
府
の
「
申

合
せ
」
も
踏
ま
え
、
各
府
省

に
対
し
て
は
常
勤
職
員
に
準

じ
て
確
実
に
賃
金
単
価
を
上

げ
さ
せ
、
勤
務
時
間
数
の
確

保
も
含
め
年
収
ベ
ー
ス
で
の

賃
上
げ
を
早
期
に
実
施
さ
せ

る
た
め
、
職
場
段
階
か
ら
の

追
及
を
強
化
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
一
般
職
員
の
約

半
分
と
い
う
一
時
金
の
待
遇

格
差
を
今
後
も
維
持
す
る
と

い
う
こ
と
で
あ
り
、
職
務
給

原
則
に
反
す
る
こ
の
人
事
院

の
基
準
自
体
を
改
め
さ
せ
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
私
た
ち
の
強
い
要

求
で
あ
る
生
活
関
連
手
当
の

支
給
や
定
年
退
職
前
の
年
休

の
繰
り
越
し
に
対
し
て
も
ゼ

ロ
回
答
で
し
た
。

　

国
公
労
連
が
昨
年
秋
に

行
っ
た
要
求
ア
ン
ケ
ー
ト
で

は
、
再
任
用
者
の
約
４
人
に

３
人
が
「
生
活
が
苦
し
い
」

と
答
え
て
い
ま
す
。

　

再
任
用
職
員
の
処
遇
に
つ

い
て
人
事
院
は
、「
公
務
員

人
事
管
理
に
関
す
る
報
告
」

の
「
定
年
の
引
上
げ
」
の
項

で
言
及
す
る
の
み
で
し
た
。

そ
こ
で
は
「
厳
し
い
定
員
事

情
等
も
あ
っ
て
、
一
般
行
政

事
務
に
従
事
す
る
行
政
職
俸

給
表
（
一
）
の
再
任
用
職
員

の
う
ち
、
ポ
ス
ト
（
職
務
の

級
）
が
主
任
級
（
２
級
）
又

は
係
長
級
（
３
級
）
の
者
が

約
７
割
を
占
め
、
ま
た
勤
務

形
態
は
短
時
間
勤
務
の
者
が

約
８
割
と
な
っ
て
お
り
、
再

任
用
職
員
の
多
く
が
下
位
の

官
職
に
短
時
間
勤
務
で
就
い

て
い
る
状
況
が
続
い
て
い

る
」
と
述
べ
た
う
え
で
、
政

府
に
定
年
年
齢
の
引
き
上
げ

の
早
期
実
施
を
改
め
て
要
請

し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
定
年
延
長
は
ま

だ
全
体
像
す
ら
示
さ
れ
て
い

な
い
段
階
で
あ
り
、
定
年
延

長
が
実
現
し
た
と
し
て
も
当

面
は
現
行
の
再
任
用
制
度
が

存
置
さ
れ
ま
す
。
人
事
院
に

求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、
い

ま
職
場
で
奮
闘
し
て
い
る
再

任
用
職
員
の
劣
悪
な
処
遇
を

早
急
に
改
善
す
る
こ
と
で

す
。
定
年
延
長
が
実
現
す
れ

ば
問
題
が
解
決
す
る
か
の
よ

う
な
書
き
ぶ
り
は
責
任
の
放

棄
に
他
な
り
ま
せ
ん
。

　

長
年
の
知
識
や
経
験
を
活

か
せ
る
職
務
と
そ
れ
に
ふ
さ

わ
し
い
労
働
条
件
は
、
均
等

待
遇
の
面
で
も
喫
緊
の
課
題

で
あ
り
、
人
事
院
は
定
年
延

長
を
待
た
ず
に
再
任
用
職
員

の
処
遇
を
大
き
く
引
き
上
げ

る
べ
き
で
す
。

宮城県医労連のメーデー

夏
季
休
暇
勝
ち
と
る

俸
給
・
一
時
金
と
も
に
改
善
な
し

非
常
勤
職
員
の

労
働
条
件

再
任
用
職
員

手
当
・
年
休
繰
越
も

ゼ
ロ
回
答

2019年8月7日（3）



○　本年の給与勧告のポイント
〜月例給、ボーナスともに引き上げ〜
①民間給与との較差（0.09％）を埋めるため、初任給及び若

年層の俸給月額を引き上げ
②ボーナスを引き上げ（0.05 月分）、民間の支給状況等をふ

まえ勤勉手当に配分
③住居手当の支給対象となる家賃額の下限を引き上げ、その

原資を用いて手当額の上限を引き上げ

Ⅰ　民間給与との較差にもとづく給与改定等
１ 民間給与との比較

約12,500民間事業所の約55万人の個人別給与を実地調査（完
了率 87.9％）

＜月例給＞ 公務と民間の４月分の給与額を比較
○民間給与との較差　387 円 0.09％

〔行政職 ( 一 )…現行給与 411,123 円平均年齢 43.4 歳〕
〔俸給 344 円　はね返り分 ( 注 )43 円〕
( 注 ) 俸給の改定にともない諸手当の額が増減する分

＜ボーナス＞
　昨年 8 月から本年 7 月までの直近 1 年間の民間の支給
実績（支給割合）と公務の年間の支給月数を比較

○民間の支給割合　4.51 月（公務の支給月数 4.45 月）

２ 給与改定の内容と考え方
＜月例給＞

（１）俸給表
① 行政職俸給表（一）

　民間の初任給との間に差があること等をふまえ、総合
職試験及び一般職試験（大卒程度）にかかる初任給を
1,500 円、一般職試験（高卒者）にかかる初任給を 2,000
円引き上げ。これをふまえ、30 歳台半ばまでの職員が在
職する号俸について所要の改定（平均改定率 0.1％）

② その他の俸給表
　行政職俸給表（一）との均衡を基本に改定（専門スタッ
フ職俸給表及び指定職俸給表は改定なし）

（２）住居手当
　公務員宿舎使用料の上昇を考慮し、手当の支給対象
と な る 家 賃 額 の 下 限 を 4,000 円 引 き 上 げ（12,000 円
→ 16,000 円）。これにより生ずる原資を用いて、民間

の状況等をふまえ、手当額の上限を 1,000 円引き上げ
（27,000 円→ 28,000 円）。
　手当額が 2,000 円を超える減額となる職員については、
１年間、所要の経過措置

＜ボーナス＞
　民間の支給割合に見合うよう引き上げ 4.45 月→ 4.50 月
　民間の支給状況等をふまえ、勤務実績に応じた給与を
推進するため、引き上げ分を勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）
6 月期 12 月期

19 年度 期末手当 1.30 月（支給済み） 1.30 月（改定なし）
勤勉手当 0.925 月（支給済み） 0.975 月（現行 0.925 月）

20 年度以降 期末手当 1.30 月 1.30 月
勤勉手当 0.95 月 0.95 月

［実施時期］
・月例給：2019 年 4 月 1 日（住居手当については 2020

年４月１日）
・ボーナス：法律の公布日

３　その他
　職員の職務・職責や専門性の重視、能力・実績の反映等の
観点からのとりくみを引き続き推進。民間企業における定年
制の状況等をふまえながら、給与カーブの在り方について検
討

Ⅱ　公務員人事管理に関する報告の骨子
　公務に対する国民の信頼を回復し、さらに高めるため、全体
の奉仕者としての公務員の使命等を再認識させるよう、倫理観・
使命感の醸成や職務に対する責任の自覚を働きかけるなど一層
の対応に努力。キャリア形成に強い関心を持つ若手職員が増加
し、育児、介護等の事情を抱えた職員の存在が顕在化するなか
で、多様な有為の人材を公務に誘致し、これらの人材が活躍で
きる公務職場の実現にむけたとりくみを推進

１　人材の確保及び育成
（１）人材の確保

　採用試験の申込者数が減少してきているなか、多様な
有為の人材を確保するため、各府省等と連携しつつ、受
験者層に応じた施策を展開。人材確保をめぐる諸課題の
幅広い検討が必要

（２）人材の育成
　管理職員のマネジメント能力向上や若手職員・女性職
員のキャリア形成支援のため、引き続き、専門的な知見
をいかした研修を実施

（３）能力・実績にもとづく人事管理
　人材育成の観点もふまえて人事評価が適切に活用さ
れ、能力・実績にもとづく人事管理が徹底されるよう各
府省を支援。分限処分に関する運用の徹底など必要なと
りくみを実施

２　勤務環境の整備
（１）勤務時間等に関するとりくみ

・本年４月から、超過勤務命令の上限等を設定。制度の
運用状況を把握し、必要に応じて各府省を指導。関係機
関と連携しつつ、各府省における長時間労働の是正に関
するとりくみを支援

・仕事と家庭の両立支援制度の周知、不妊治療を受けや
すい職場環境の醸成

・心の健康づくりの推進、過労死等防止対策の推進

（２）ハラスメント防止対策
　現在開催している有識者による「公務職場におけるパ
ワー・ハラスメント防止対策検討会」での議論の結果も
ふまえて、新たな防止策を措置。セクシュアル・ハラス
メント対策の充実・強化

（３）非常勤職員の適切な処遇の確保
　非常勤職員の給与について、引き続き、常勤職員との
権衡をより確保し得るようとりくみ。非常勤職員の休暇
について、民間の状況等をふまえ、夏季休暇を新設

３　障がい者雇用に関するとりくみ
　障がい者選考試験、合理的配慮指針の策定、フレックスタイ
ム制の柔軟化等をこれまでに実施。本年秋にも同選考試験を実
施するほか、各府省の適切な選考等を引き続き支援

４　定年の引き上げ
　昨年８月の本院の意見の申出をふまえ、定年の 65 才への段
階的な引き上げを実現するための措置が早期に実施されるよ
う、あらためて要請

2019年給与勧告の骨子

地域最低賃金 2019 年目安額
目 安 地 方 現 行 目 安 額 引上率

Ａ

28
円

東 京 985 1,013 2.8%
神奈川 983 1,011 2.8%
大 阪 936 964 3.0%
愛 知 898 926 3.1%
埼 玉 898 926 3.1%
千 葉 895 923 3.1%

Ｂ

27
円

京 都 882 909 3.1%
兵 庫 871 898 3.1%
静 岡 858 885 3.1%
三 重 846 873 3.2%
広 島 844 871 3.2%
滋 賀 839 866 3.2%
栃 木 826 853 3.3%
茨 城 822 849 3.3%
長 野 821 848 3.3%
富 山 821 848 3.3%
山 梨 810 837 3.3%

Ｃ

26
円

北海道 835 861 3.1%
岐 阜 825 851 3.2%
福 岡 814 840 3.2%
奈 良 811 837 3.2%
群 馬 809 835 3.2%
岡 山 807 833 3.2%
石 川 806 832 3.2%
福 井 803 829 3.2%
新 潟 803 829 3.2%
和歌山 803 829 3.2%
山 口 802 828 3.2%
宮 城 798 824 3.3%
香 川 792 818 3.3%
徳 島 766 792 3.4%

Ｄ

26
円

福 島 772 798 3.4%
島 根 764 790 3.4%
愛 媛 764 790 3.4%
山 形 763 789 3.4%
岩 手 762 788 3.4%
秋 田 762 788 3.4%
大 分 762 788 3.4%
熊 本 762 788 3.4%
青 森 762 788 3.4%
宮 崎 762 788 3.4%
長 崎 762 788 3.4%
佐 賀 762 788 3.4%
高 知 762 788 3.4%
沖 縄 762 788 3.4%
鳥 取 762 788 3.4%
鹿児島 761 787 3.4%

加重平均 874 901 3.1%

能
力
・
実
績
主
義
徹
底
に
言
及

公
務
員
人
事
管
理
に
関
す
る
報
告

　
「
公
務
員
人
事
管
理
に
関

す
る
報
告
」
で
は
、「
能
力
・

実
績
に
基
づ
く
人
事
管
理
の

推
進
」
に
も
言
及
し
て
い
ま

す
。
具
体
的
に
は
、「（
人
事

評
価
）
制
度
導
入
以
来
10
年

が
経
過
し
、
制
度
に
対
す
る

職
員
の
理
解
も
進
み
、
公
務

職
場
に
定
着
し
て
き
て
い

る
」
と
し
た
う
え
で
、「
人

事
評
価
に
よ
り
職
員
の
能

力
・
実
績
を
的
確
に
把
握
し
、

そ
の
結
果
を
任
用
、
給
与
等

に
適
切
に
反
映
さ
せ
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
よ
り
一
層
、
職

員
の
士
気
を
高
め
、
組
織
活

力
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
期

待
で
き
る
」と
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
人
が
人
を
評
価
す

る
こ
と
に
も
限
界
が
あ
り
ま

す
。
実
際
に
、
人
事
評
価
制

度
が
恣
意
的
に
運
用
さ
れ
、

混
乱
し
て
い
る
職
場
も
あ
り

ま
す
。「
公
正
な
評
価
が
さ

れ
ず
、
上
司
の
顔
色
を
う
か

が
う
よ
う
に
な
っ
た
」「
評

価
さ
れ
に
く
い
仕
事
は
後
回

し
に
な
る
」「
数
値
目
標
が

横
行
し
て
い
る
」
な
ど
、
数

多
く
の
問
題
が
指
摘
さ
れ
て

い
ま
す
。「
人
事
評
価
の
適

正
な
運
用
の
徹
底
を
図
っ
た

上
で
、
勤
務
成
績
が
良
く
な

い
職
員
に
つ
い
て
は
、降
任
・

免
職
等
の
分
限
処
分
を
厳
正

に
行
う
こ
と
も
必
要
」
と
分

限
処
分
に
関
す
る
運
用
を
徹

底
す
る
こ
と
に
も
触
れ
て
い

ま
す
。
恣
意
性
を
排
除
し
た

公
正
な
ル
ー
ル
の
徹
底
が
で

き
な
け
れ
ば
、
分
限
処
分
が

乱
発
さ
れ
る
お
そ
れ
も
あ
り

ま
す
。
労
使
委
員
会
で
協
議

す
る
な
ど
で
管
理
者
が
フ

リ
ー
ハ
ン
ド
で
処
分
で
き
な

い
よ
う
に
す
べ
き
で
す
。

要
員
確
保
が
必
要

　
「
勤
務
環
境
の
整
備
」
に

つ
い
て
は
、「
勤
務
時
間
等

に
関
す
る
取
組
」
と
し
て

「
長
時
間
労
働
の
是
正
」
を

あ
げ
て
い
ま
す
。
４
月
か
ら

導
入
し
た
超
過
勤
務
の
上
限

規
制
等
に
つ
い
て
「
他
律
的

業
務
の
比
重
が
高
い
部
署
の

範
囲
な
ど
の
制
度
の
運
用
状

況
を
把
握
し
、
必
要
に
応
じ

て
各
府
省
を
指
導
す
る
と
と

も
に
、
関
係
機
関
と
連
携
し

つ
つ
、
各
府
省
に
お
け
る
長

時
間
労
働
の
是
正
に
関
す
る

取
組
を
支
援
し
て
い
く
」
と

述
べ
、
あ
わ
せ
て
、
各
職
場

で
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強

化
、
府
省
の
ト
ッ
プ
が
先
頭

に
立
っ
て
組
織
全
体
と
し
て

業
務
削
減
・
合
理
化
に
と
り

く
む
こ
と
な
ど
が
必
要
と
し

て
い
ま
す
。
今
年
も
「
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
強
化
、
業
務
合
理

化
等
を
進
め
て
も
な
お
恒
常

的
に
長
時
間
の
超
過
勤
務
を

行
わ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
に

は
、
業
務
量
に
応
じ
た
要
員

が
確
保
さ
れ
る
必
要
が
あ

る
」
と
定
員
問
題
に
言
及
し

た
こ
と
は
運
動
の
反
映
と
言

え
ま
す
。

　
「
仕
事
と
育
児
、
介
護
等

の
両
立
支
援
制
度
」
に
つ
い

て
、「
引
き
続
き
、
制
度
の

周
知
に
取
り
組
ん
で
い
く
」

と
し
て
い
ま
す
が
、
そ
れ
だ

け
で
は
不
十
分
で
す
。
制
度

が
活
用
し
や
す
い
職
場
環
境

を
つ
く
っ
て
い
く
た
め
の
責

務
を
人
事
院
に
果
た
さ
せ
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。こ
こ
で
、

「
不
妊
治
療
と
仕
事
の
両
立
」

に
も
触
れ
て
い
ま
す
が
、
国

全
体
で
少
子
化
対
策
を
す
す

め
て
い
る
な
か
で
、
昨
年
同

様
で
は
不
十
分
で
、
民
間
の

動
向
等
を
注
視
す
る
だ
け
で

な
く
国
か
ら
率
先
し
て
不
妊

治
療
に
か
か
る
休
暇
等
の
制

度
化
を
は
か
っ
て
い
く
べ
き

で
す
。

　
「
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対

策
」
は
、
パ
ワ
ハ
ラ
に
つ
い

て
事
業
主
が
講
ず
べ
き
措
置

等
に
関
す
る
指
針
に
つ
い
て

の
労
働
政
策
審
議
会
の
審
議

な
ど
「
民
間
の
状
況
」
と
人

事
院
の
有
識
者
に
よ
る
「
公

務
職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー
・

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
検

討
会
」
の
議
論
結
果
を
踏
ま

え
て
、
新
た
な
防
止
策
を
講

じ
て
い
く
と
し
て
い
ま
す
。

一
方
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
１
０
８
回

総
会
で
「
仕
事
の
世
界
に
お

け
る
暴
力
と
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

の
除
去
に
関
す
る
条
約
」
が

採
択
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の

こ
と
も
踏
ま
え
て
、
定
義
の

明
確
化
、
包
括
的
な
対
策
、

相
談
対
応
の
強
化
な
ど
実
効

性
の
あ
る
対
策
を
講
じ
る
こ

と
が
必
要
で
す
。

　
「
障
害
者
雇
用
に
関
す
る

取
組
」
は
、「
各
府
省
に
お

け
る
障
害
者
に
対
す
る
合
理

的
配
慮
の
提
供
に
資
す
る
よ

う
、
厚
生
労
働
省
等
と
連
携

し
て
、
募
集
・
採
用
時
や
採

用
後
に
お
け
る
障
害
者
に
対

す
る
合
理
的
配
慮
の
提
供
状

況
を
把
握
し
、
優
良
事
例
に

関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
な

ど
支
援
し
て
い
く
」
と
し
て

い
ま
す
。「
公
務
部
門
に
お

け
る
障
害
者
雇
用
に
関
す
る

基
本
方
針
」
で
も
「
サ
ポ
ー

ト
す
る
支
援
者
の
配
置
・
委

嘱
」「
作
業
環
境
を
整
え
る

た
め
の
機
器
の
導
入
・
設
備

改
善
」
が
言
わ
れ
て
お
り
、

障
が
い
を
持
つ
職
員
を
支
援

す
る
た
め
の
定
員
確
保
と
予

算
措
置
を
は
じ
め
、
誰
も
が

働
き
や
す
い
環
境
整
備
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
「
定
年
の
引
上
げ
」
に
つ

い
て
は
、「
意
見
の
申
出
を

踏
ま
え
、
定
年
の
引
上
げ
を

実
現
す
る
た
め
の
措
置
が
早

期
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
改
め

て
要
請
す
る
」
と
政
府
に
早

期
実
施
を
求
め
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
運
動
の
反
映
で
あ

り
、
誰
も
が
安
心
し
て
働
け

る
高
齢
期
雇
用
の
実
現
に
む

け
て
政
府
へ
の
追
及
を
強
め

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

国
家
公
務
員
採
用
試
験
の

申
込
者
数
が
近
年
減
少
す
る

な
か
で
、
人
材
確
保
に
む
け

て
、「
大
学
１
、２
年
生
や
大

学
院
１
年
生
な
ど
に
む
け
た

啓
発
活
動
の
充
実
を
図
る
」

こ
と
や
「
現
状
を
多
角
的
に

分
析
し
た
上
で
、
公
務
に
お

け
る
人
材
確
保
を
め
ぐ
る
諸

課
題
に
つ
い
て
幅
広
く
検
討

す
る
こ
と
が
必
要
」
と
し
て

い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
否
定
す
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
ま
ず

は
、
民
間
企
業
の
初
任
給
と

の
格
差
が
広
が
っ
て
い
る
現

状
を
是
正
す
べ
き
で
す
。

　

ま
た
、
最
低
賃
金
の
目
安

額
が
発
表
さ
れ
ま
し
た
が
前

述
の
と
お
り
、
一
般
職
（
高

卒
者
）
の
初
任
給
（
時
給
換

算
８
９
７
円
）
が
最
低
賃
金

の
全
国
加
重
平
均
に
も
満
た

な
い
こ
と
に
加
え
、
最
低
賃

金
を
下
回
る
地
域
が
年
々
増

加
し
て
い
る
こ
と
へ
の
抜
本

的
な
対
策
も
必
要
で
す
。

分
限
処
分
の

厳
正
化
に
言
及

初
任
給
抜
本
改
善
で

人
材
確
保
を

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の

根
絶
を

誰
も
が
安
心
し
て

働
け
る
環
境
を
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